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1 はじめに 








































として企業開設手当制度 5)（Enterprise Allowance Scheme：EAS）が導入される 6)（三井[1989a]、
百瀬[1998]）。EAS の対象事業は全業種であった。受給資格は、失業期間、年齢、事業主体性、
自己資金の 4 項目について条件を課し 7)、その目的は、失業者への開業促進であった。EAS








西ドイツでは、1970 年代になると経済成長の条件が悪化 10)し、失業率は 5.9％（1982 年）
に達した。そうした背景から経済政策的な立場から中小企業が注目され始め、技術面、雇用
面での中小企業への期待が増大した（中小企業総合研究機構[2000]）。 
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うとしている。 
さらに、フランスにおいて注目すべきは、2008 年 8 月に成立した新制度である経済近代化
法（2009 年 1 月施行）における個人事業者制度（L’auto-entrepreneur）であり、導入後、2009
年、2010 年と起業数が倍増した 17)。本制度は、対象者が 18 歳以上の自然人とされ、被雇用











1953 年には中小企業庁の設置（Small Business Administration：SBA）22)と共に中小企業法
（Small Business Act）が制定され、政策理念は「独占の排除と市場における自由競争実現」
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年には 3％台に上昇し、そのわずか 3 年後の 1998 年には 4％台と悪化した。 


























雇用創出人材確保助成金を支給条件に組み込む形で、1999 年 1 月、受給資格者創業特別助成
金が開始された。しかし、受給資格者創業特別助成金は、2001 年 3 月までの臨時特例措置で
あったため、廃止される。こうした変遷を辿り、2002 年 4 月から受給資格者創業支援助成金









び再就職支援のために支給されるものであり 29)、失業等給付を受けるには、4 週間に 1 度の
失業認定 30)を受けなければならない。この際に問題となるのが、「失業状態にあるか」とい
うことである。 
（出所）厚生労働省職業安定局 Web サイト「雇用保険制度の概要」より 


















































助成対象となる費用は 3 つに大別でき、①法人設立の準備や設立後 3 ヵ月以内の運営にか
かる経費、②職業能力開発にかかる経費、③雇用管理の改善に要した経費である。一方、助
成対象とならない経費については、①法人、個人の資産となるもの、②国または地方公共団
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体に支払う費用、③敷金、各種保証金等返還が予定される費用、④その他が挙げられる（表 1、2）。 
 















に 2002 年～2009 年については、支給額（1）は、上限 200 万円で費用の合計額の 1／3 に相
当する額となっており、但し、創業受給資格者が特定地域進出事業主 38)である場合は、支給
額を上限 300 万円で（1）の合計額の 1／2 まで引き上げるとしている。 
2010 年～2012 年については、支給額（1）は、上限 150 万円で費用の合計額の 1／3 に相当
する額となっており、但し、法人設立後 1 年以内に 2 人以上の労働者を雇い入れた場合に 50
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3 ヵ月を経過する日以降、当該日から起算して 1 ヵ月を経過する日までの間」、②第 2 回目の
支給申請として「雇用保険の適用事業の事業主となった日の翌日から起算して 6 ヵ月を経過
する日以降、当該日から起算して 1 ヵ月を経過する日までの間」としている。2010 年以降の
上乗せ分の支給については、「2 人目の対象労働者 43)を雇い入れた日の翌日から起算して 6 ヵ
月を経過する日以降、その日から起算して 1 ヵ月を経過する日までの間」とした。 
そこで、次に受給資格者創業支援助成金の実績から政策的な効果などについて検討したい。 
 
期間 条 件 等 





2010 年～2012 年 創業後 1年以内に雇用保険の一般被保険者を 2人以上雇い入れた場合は、50万円を上限に上乗せして支給。 











ては、2002 年度～2012 年度末までの 10 年間で 13,794 社創業している。 
支給条件が改正された 2003 年～2009 年と 2010 年～2012 年で比較した場合、2003 年～2009
年までの支給平均件数は、年度あたり 1,237 件、一方、2010 年～2012 年は、平均件数が年度
あたり 1,713 件と 72.2％増となっている。また、2003 年～2009 年までの支給平均総額は、年
度あたり 1,734,714,286 円であったのに対し、2010 年～2012 年までの支給平均総額について
は減少傾向を示している。 
 












2003 年 577 1,821,000,000 592,000,000 32.5 1,025,997 
2004 年 1,641 3,084,000,000 2,224,000,000 72.1 1,355,271 
2005 年 1,605 5,986,000,000 2,380,000,000 39.8 1,482,866 
2006 年 1,222 4,001,000,000 1,709,000,000 42.7 1,398,527 
2007 年 1,147 2,777,000,000 1,680,000,000 60.5 1,464,690 
2008 年 1,074 2,035,000,000 1,591,000,000 78.2 1,481,378 
2009 年 1,390 1,391,000,000 1,967,000,000 141.4 1,415,108 
2010 年 1,709 1,367,000,000 2,299,000,000 168.2 1,345,231 
2011 年 1,656 2,406,000,000 2,167,000,000 90.1 1,308,575 
2012 年 1,773 2,707,000,000 2,229,000,000 82.3 1,257,191 
2013 年 - 1,750,000,000 2,172,000,000 124.1 - 
2014 年 - 136,000,000 279,000,000 205.1 - 
2015 年 - 53,000,000 6,000,000 11.3 - 
（出所）厚生労働省[2003][2007][2009][2010][2012a][2014][2016]、総務省[2008]、厚生労働省回答資料及び 
元厚生労働大臣長妻昭氏への訪問調査時資料に基づいて筆者作成 
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3.2.2 支給実績と創業に関する傾向の比較 
注目すべきは 2003 年～2011 年であり、特徴的なのは、2009 年～2011 年間の 4 年間である。
日本政策金融公庫（2014）によれば、表 5のように日本政策金融公庫が行っている創業融資
の実績は、2003 年～2011 年まで継続して前年度実績を下回っている。また、2008 年 9 月の
リーマンショックを起因とする国際的な金融危機の翌年以降についても継続的に減少してい
る。一方で、受給資格者創業支援助成金の支給実績は、2009 年 1,390 件、2010 年 1,709 件、
2011 年 1,656 件と堅実な動きを見せており、創業に対する活動が活発であることが窺える。 
 












2003 年 577 592,000,000 27,218 191,500,000,000 0.8 
2004 年 1,641 2,224,000,000 23,737 171,400,000,000 0.2 
2005 年 1,605 2,380,000,000 23,607 161,500,000,000 0.5 
2006 年 1,222 1,709,000,000 21,329 131,000,000,000 0.7 
2007 年 1,147 1,680,000,000 21,250 125,100,000,000 0.8 
2008 年 1,074 1,591,000,000 20,141 116,800,000,000 -4.6 
2009 年 1,390 1,967,000,000 18,478 104,200,000,000 -3.2 
2010 年 1,709 2,299,000,000 18,125 109,700,000,000 1.4 














12  嘉悦大学研究論集 第60巻第1号通巻111号 平成29年11月 
3.2.3 支給決定事業主の事業継続割合及び雇用労働者数の推移 
次に、受給資格者創業支援助成金の政策的な成果実績を①平均雇用労働者数、②事業継続




図 2 創業 1年後の平均雇用労働者数及び事業継続割合の推移 
 
①平均雇用労働者数とは、本助成金の支給を受けた事業主が、法人等の設立から 1 年経過
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サービス業・不動産業・物品賃貸業 60.4 39.1 
卸売・小売業 21.7 34.9 
建設業 8.2 9.1 
通信・運輸業 5.2 3.3 
製造業 3.3 9.6 
その他 1.2 4.2 
（出所）厚生労働省[2012c]及び国民生活金融公庫総合研究所[2004]より筆者作成 
 
さらに、表 6のように 2009 年度に第 1 回目の支給決定を受けた事業主の産業別内訳は、サ
ービス業 55.0％、不動産・物品賃貸業 5.4％、卸売・小売業 21.7％、建設業 8.2％、通信・運
輸業 5.2％、製造業 3.3％、その他 1.2％となっている。また、2009 年～2011 年の間、第 1 回
目の支給決定を受けた事業主の地域別内訳としては表7のように、北海道・東北が 7.1～9.1％、




また、支給決定事業主の地域別内訳を 2009 年度と 2011 年度の比較から見ると、関東・甲
信越で 148 件（約 1.3 倍）増加しており、2010 年の仕組みの見直しによる効果といえよう。
また、その裏を返せば、2010 年以前においては地域雇用開発促進法第 9 条第 1 項に規定する
同意雇用機会増大促進地域における創業支援策の効果は一定程度あったのではなかろうか。 
 
表 7 支給決定事業主の地域別内訳（2009年～2011年・単位／件） 
 2009 年度 2010 年度 2011 年度 
北海道・東北 127  (9.1%) 152  (8.9%) 118  (7.1%) 
関東・甲信越 484 (34.8%) 576 (33.7%) 632 (38.2%) 
東海・北陸 172 (12.4%) 243 (14.2%) 226 (13.6%) 
近畿 278 (20.0%) 365 (21.4%) 360 (21.7%) 
中国・四国 169 (12.2%) 180 (10.5%) 164  (9.9%) 
九州 160 (11.5%) 193 (11.3%) 156  (9.4%) 
合計 1,390 1,709 1,656 
（出所）厚生労働省[2012c]に基づき筆者作成 
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仮にそういう意思を隠してこの助成金を受給したら不正受給になります」としている。 
また、「いろいろ世の中 Web サイトを見てみますと、会計事務所の Web サイト、社会保険







さらに、不正受給の摘発件数について「平成 22 年度と平成 23 年度の分ですが、その 2 ヵ
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表 8 英国 EASと受給資格者創業支援助成金の制度上の違い 
 英国（EAS） 日本（受給資格者創業支援助成金） 
財源 一般財源 雇用保険財源 
支給額 40￡／週 150 万円（上乗せ 50 万円） 
支給回数 52 回（52 週） 3 回 
支給間隔 毎週 2 回（最大 3 回） 
受給資格条件 失業期間、年齢、事業主体性、自己資金 事業主体性、雇用継続性、雇用保険加入期間 
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1) 普段従業員を雇わず、自分 1 人でまたは家族のみで事業を営んでいる者（国民生活金融公庫総合
研究所[2004]：p.4）。 
2) 1977 年より施行。 





7) EAS の受給要件は、①応募時に失業手当を受け取っており、13 週以上（1986 年より 8 週以上）失
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業し職を探していること、②18 歳以上、65 歳未満（年金受給年齢以下）であること、③その事業
にフルタイム（週 36 時間以上）従事すること、④受給者自ら 1,000 ポンド以上の事業資金を用意
することである。 









12) 同プログラムは 84 年から 5 年間のパイロット・プログラムとして実施され、設立過程もしくは設




13) ERP 開業プログラムを補完する開業資金融資制度で、限度額 20 万マルク、融資期間 12 年である。
ドイツ負担調整銀行の制度となっている。 
14) 開業資金のための補助金制度。創業貯蓄契約（期間 3 年～10 年）をドイツ負担銀行と開業予定者
間で契約すると総貯蓄額の 20％（1 万マルク上限）まで補助金を得られる。 
15) 創業時に利用したコンサルタント費用の補助を行う制度で、当該費用の 60％（条件によって 2,500
マルクないし 3,000 マルクが上限）となっている。 
16) 1979 年設立。ANCE の実績（1991 年度）としてはフランス全土に「ポアンドシャンス」と称され
る拠点を 632 拠点所有し、約 5 万人の利用者が起業し、創業全体の 28％を占める。地方において




19) 本制度による起業者の約 4 分の 3 程度についてインターネットによる登録とされる。 
20) 年間売上額の上限が設定されており、超える場合には別法人形態への移行となる。 
21) 制度導入から 3 年後に税制優遇免除が終了することから利用者については事業継続の判断に迫ら
れる。 
22) SBA の主要な機能は、①官公需受注と技術支援、②マネジメント支援、③金融支援、④その他中
小企業の利益擁護、等々であるとしている。SBA の施策面としては、融資及び信用保証が 62 万件
余、671 億ドル（1953 年～1991 年）、中小企業投資会社（SBIC）によるものは、7 万件、110 億ド
ルとなっている。その他、経営相談については、786 万件に達した（清成・田中・港[1996]）。 
23) SBDC は自治体や大学の協力の下で運営されており、経営学教授をスタッフとしている場合も多い。 
24) 戦後の大企業体制の変容と大不況による市場の縮小等による（黒瀬[2006]）。 
25) 無担保による研究開発資金と企業化資金に関する債務返済を金融機関に対して行ったが、当時の




28) 受給資格者創業特別助成金は 1999 年～2001 年度末（2002 年 3 月 31 日）までの臨時特例措置であ










20  嘉悦大学研究論集 第60巻第1号通巻111号 平成29年11月 
35) 受給資格者については、その受給資格に係る離職日の時点で、雇用保険法が規定する算出基礎期





38) 創業受給資格者が地域雇用開発促進法第 9 条第 1 項に規定する同意雇用機会増大促進地域で、こ






40) 旧居住地から法人等の所在地までの距離（以下、（ア）とする）①（ア）100km 以上 300km 未満（経
費 66,000 円）、②（ア）300km 以上 500km 未満（経費 81,500 円）、③（ア）500km 以上 1,000km 未
満（経費 108,000 円）、④（ア）1,000km 以上 1,500km 未満（経費 113,500 円）、⑤（ア）1,500km
以上 2,000km 未満（経費 121,500 円）、⑥（ア）2,000km 以上（経費 141,000 円）とする。 
41) 届け出受理日以降に契約等を行った費用について助成対象となる。 
42) 法人等設立後 1 年以内に雇用保険の適用事業主となる必要がある。 
43) 雇用保険の一般被保険者（週所定労働時間が 20 時間以上の方）であって、助成金の対象となるに
は、単に一般被保険者を雇用するのではなく、助成金を受給した後もその労働者を引き続き相当
期間雇用することが確実であると認められることが必要となる。 






代表者：代表取締役社長 K・K 氏 
従業員数：社長 1 名、従業員数 2 名 






創業者 K 氏は、高校卒業後、1 年間フリーターをしたのち大学へ進学するが、専攻分野への違和感や
結婚・出産などの理由から中退する。2000 年 4 月にフリーター時代に勤めた人材派遣会社へ入社し、U
社の N 社長と出会い、この頃に得た知見は、仕事に活きているとしている。2012 年に独立を考え始め、
職場環境に対する疲れなどが直接的な理由とした。 
独立について満足しており、事業分野の決定は、退職時の挨拶回りでニーズを知って決めたと述べて
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